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通学路における交通安全の確保に向けた取組状況について

令和3年 6月 に千葉県人街市で、下校中の小学生の列にトラックが衝突し、5名

が死傷する交通事故が発生したことを受け、文部科学省、国土交通省及び警察

庁が連携して、全国の市町村立小学校の通学路について、教育委員会・学校、

PTA、 道路管理者、警察等による合同点検を実施し、関係機関が対策を進めて

いるところですが、令和5年 12月 末時点の取組状況を以下のとおり取りまとめまし

た。

O通学路における交通安全の確保に向けた取組状況 (令和5年 12月 末時点)

箇所数 割合

対策必要箇所 (全体数) 7万2.568か 所
対策済 6万6.203か 所 91.2%

暫定的な安全対策を含む 7万 1,026か所 97.9%

3万9,398か 所
対策済 3万 9,100か F所 99.2%

雪定的な安全対策を合む 3万9,280か 所 99.7%

3万7,291か 所
対鑽済 3万 1,442か所 84.3%

督定的な安全対策を含む 3万 5,902か ,新 96.3%

1万 6,358わ 所`
対策済 1万6,233か所 99.2%

暫定的な安全対策を含む 1万S,251か 所 99.3%

通学路における交通安全の確保に向けた取組状況 (都道府県別内訳)
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都道府県別の対策必要箇所数、対策済箇所は、別表のとおりである。

1か所につき複数の機関が対策を実施する場合等があるため、各実施機関による対策箇所数の合計

は対策必要箇所 (全体数)と 一致しない。

対策必要箇所 (全体数)、 対策済には、教育委員会・学校、道路管理者、警察以外の実施機関が対

策を実施する箇所数 (1,484か所、うち対策済 1,341か所)を含む。

主な対策の例 として、教育萎員会・学校が実施する対策として安全教育の徹底やボランティア等に

よる見守 り活動、通学路の変更等、道路管理者が実施する対策として歩道の設置・拡充や防護柵等の

整備、警察が実施する対策として信号機の設置や速度規制の実施等がある。

「暫定的な安全対策」とは、当初想定された対策の完了までに一定の期間を要する箇所について、

暫定的に講ずる対策のことをいう。

令和 6年能登半島地震の影響で集計が困難であった石川県、富山県及び新潟県を除く。

対策必要箇所数
実施機関別 解4

警  察
都道府県名

※ ¬

対策必要箇所 (全体数)

※2,3 教育委員会・学校 道路管理者

634 632 490 410 298北 海 i 1!81 1,762

6 625 67〔 533 533 268 209 129 1青 森 県

91 900 519 519 388 300 171 167岩 手 県 80「

1.600 1.471 1.548 1,315 1.299 536 448 357 349宮 城 県

t田 県 347 304 344 239 239 154 111 96 96

山 形  県 704 639 704 487 487 394 329

福 島 明 1.289 11129 1.243 701 781 641 3[

茨 城  県 1,860 11678 1,762 739 739 785 646 516

厨 末 県 1,3! 1.142 1,270 565 586 41i 95

群 馬 県 1,039 998 1,026 424 424 595 554 4 8 8

埼 玉 県 4.5 〕1 4.039 ,321 216 2,969 2,487

千 葉 県 3,913 029 2,076 2,072 2,848 2,721 ( 44 644

!,017 1.971 1.902 1.091 1.085東 東 都 4,409 441 !,017

!.578 1 60( 1 508 1.515 1.515神 奈 川 県 5,035
',081

福 井 県 4 6 374 402 145 145 240 200 96 96

山 梨 県 1.111 1.210 612 565 707 600 238 238

長 野 県 2.340 2.009 2.278 1,367 1,367 1,448 1,117 266 266

岐 二 県 1.537 1.383 111 31 665 661 11048 900 158 1

静 岡 県 1.101 1,056 1,073 615 611 566 526 256 255

愛 知 県 4 054 3,939 3,989 1,472 1,46 1,82( 1,74 1 1

重  県 1,508 1,524 973 973 708 679 Z

滋 賀 県 773 656 74ィ 435 445 334

405 405京 都 府 11178 1,261 666 748 648

1 749 1.517 1大 阪 府 3 391 5 1,912

1.887 1 1 613 1.421 549 544兵 厚 県 67

1 678 671 849 777 306奈 艮 県

和 歌 山 県 759 578 578 397 293 145 14578 683

鳥 取 県 101 109 275 178 11`

島 根 県 1.156 963 1.120 420 420 735 542 167 167

岡 山 県 1 1.305 866 866 644 521 398 391

広 島 県 1,635 1.264 1,489 766 747 881 623 268 267

山 口 県 97 827 975 972 972 575 431 254

徳 島 県 701 665 687 439 439 304 269 215 4

香 川 県 1.3i 11475 1,019 642 541

愛 媛 県 911 832 893 378 378 427 354 304

高 知 県 : 支 521 26〔 256 379 258 1 115

福 岡 県 2 2|,109 2,362 1,094 11362 1,107 47C

64佐 賀 県 814 B 187 676 432

長 崎 県 868 719 868 661 567 419 106 101

293 541熊 本 県 1,| ,9 1,298 676

525 389 142 142大 分 県 71 6 ( 889 889

347 561 431 195 194宮 崎 県 16

11 91・ 917 848 607 158 154屁 児 島 県 197 |

沖  縄  県 1 71 722 698 505 351

合 計 66 203 71 026 39.398 39 100 37.291 31.442 16.358 16.233

都道府県別の対策必要箇所数、対策済箇所は、別表のとおりである。
1か所につき複数の機関が対策を実施する場合等があるため、各実施機関による対策箇所数の合計は対策必要箇所 (全体
数)と 一致しない。
対策必要箇所 (全体数)、 対策済には、教育委員会・学校、道路管理者、警察以外の実施機関が対策を実施する箇所数
(1,484か 所、うち対策済1,341か 所)を含む。

主な対策の例として、教育委員会・学校が実施する対策として安全教育の徹底やポランティア等による見守り活動、通学
路の変更等、遭路管理者が実施する対策として歩道の設置・拡充や防護柵等の整備、警察が実施する対策として信号機の

設置や速度規制の実施等がある。
「暫定的な安全対策」とは、当初想定された対策の完了までに一定の期間を要する箇所について、暫定的に講ずる対策の
ことをいう。
令和 6年能登半島の影響で集計が困難であつた地震石川県、富山県及び新潟県を除く。
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